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[論文] 
 
11-3 非競争輸入を考慮した貿易の要素含有量分析    足田八洲雄 
 
 
はじめに 
 
  戦後の日本経済は、1990年を境として、高度成長期とポスト・バブル期に分けて考えることができ
る。 

図1 1990年基準 名目国内総支出
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図 1に 1990年基準の名目暦年国内総支出を表している。参考のために、この図には 1972年から
1987年までの数値を用いた回帰直線とその外挿線を併記している。日本経済は、この期間、非常に安
定した経済成長を遂げている。1980年代の後半になって経済の急速な膨脹であるバブルが発生したが、
1990年を頂点として減速に転じている。1995年から 1997年にかけてこのような減速状態は一時的
に解消し再び成長路線に戻ったように見えるが、その後は、成長が停滞して現在に至っている。名目

国内総支出の変化を見ると 1997年以降の日本経済は過去の推移と対比して異常な動きをしているこ
とが判る。同じ期間の実質国内総支出を示しているのが図2である。ここでも、1972年から1987年
の数値を用いた回帰直線を全期間に外挿して示している。実質値ではポスト・バブル期にも国内総支

出は高度成長期の状況を上回り、1999年にやっと元の状態まで下降してきている。2000年以降の推
移は平成7年度基準の国民経済統計を参照することになるが、名目値は横這いないし若干の下降であ
り、実質値は2002年から2004年にかけて再び上昇している。このような状態は、ポスト・バブル期
について一般にいわれている経済問題が、実質経済の不振というよりは、デフレータの変化による所

が大きいことを示している。 
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図2 1990年基準 実質国内総支出
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  浜田・原田(2004)は、ポスト・バブル期の日本の実質GDP成長率は80年代に比べて大きく低下し、
90年代の欧米先進国に比較しても際立って低く、この状態はデフレーションと大きな関係を持ち、デ
フレは金融政策と大きな関係を持っている、と指摘している。ここでは、デフレが財・サービスの需

給関係で決まるという考えや安い輸入品の増加が物価指数に影響を与えるという考えを否定して、金

融政策の効果を重視している。浜田・堀内(2004)でも、1991年以降の実質GDP成長率が 1.2%であ
り、それまでのトレンドである 3%と比較すると低いという説明がある。これらの観察が一般の成長
率についての意見を代表している。しかし、1972年から1987年のGDPがほぼ直線で推移している
ということは、成長率は年々低下していたことを意味する。この状況を回帰線にしたがって表現すれ

ば、1972年の成長率は5.11%であり、それが1987年には2.89%になっているので、このまま推移す
ると2000年は2.10%に下がってもおかしくはない。更に、1987年から1991年にかけては未曾有の
好況を経験したのであるから、その後は反動があって、その好況部分を相殺するように動くとすれば、

図3 平成7年基準 国内総支出デフレータ
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1991年から2000年までの成長率が1.01%に低下していることも説明が付くはずである。 
  このような状況を説明することは本論文の主眼ではないが、1991年以降に日本経済が従来の傾向と
は違って、デフレによる成長率の低下を経験していることを示している。この時期の GDPデフレー
タの前年比の値を見ると、1995年以降、1997年を除いて負の値を取っていることが図3に示されて
いる。この図は、2000 年以降の状況を見るために平成 7 年基準の国内総支出デフレータを用いてい
るが、図 1、図 2のデータと矛盾するところはない。そこで、そのデフレの原因であるが、需要面の
要因と供給面の要因、あるいは金融政策の問題などが指摘されているが、岩田・宮川(2003)では、経
済のグローバル化の影響が取り上げられている。その中で、桜井(2003)は、1985年と1990年の雇用
水準にたいする貿易の変化の影響を、産業連関表を用いて分析している。その結論は、輸出入合わせ

て製造業にたいして195万人の雇用削減効果を持ち、無視できるほど小さいものではないとしている。
しかし、この影響は国内生産額の成長率を 0.8%低下させるに過ぎず 90年代の「失われた 10年」を
説明できるオーダーではない、と結論している。 
  貿易の影響にたいしてこれを軽視する根拠の一つは、貿易総額が国内総生産額に比べて小さいので
貿易が経済全体に与える影響は小さいというものである。しかし、もしある財に関して貿易が自由化

されているとすれば、国内外のその財の価格は貿易額の多寡にかかわらず均等化に向かうはずである。

貿易の影響の推計手法に関する基本的な議論として、Leamer (2000)は、「ヘクシャー・オリーンとス
トルパー・サムエルソンの枠組では、貿易財の価格、それのみが、国際財市場の変化の情報をもたら

す。・・・要素含有量は、たかだか、このような価格の代理にすぎない。一旦、財価格の動きが完全

に理解されるならば、要素含有量は全く無関係となる。」と述べている。これに対して、Krugman (2000)
は、要素含有量法を支持して、「・・・財価格に対する貿易の影響が問題の一部にあるのだから、ス

トルパー・サムエルソン理論に貿易量が含まれていないからといって、要素価格に対する貿易の影響

を推計する際に、貿易量が無関係であるということを意味しているのではない。」と反論している。

この Leamer の考えに従えば、貿易総額が小さいからといって、それが経済に与える影響が小さいと
いうことにはならない。この点については実証が必要であろうが、経験的には、自由貿易が保証され

ていれば、財の移動がなくても財価格が均等化に向かうはずである。 
また、貿易の影響に関する実証分析の報告例が 1995年以前のものが多く、問題が大きくなってい
る 1995年以降については今後に期待するところが大きいことである。さらに、指摘したいのは、こ
の種の分析が、輸入品と国内製品の価格が等しいという、通常のヘクシャー・オリーン体系の中で行

われていることである。しかし、発展途上国からの低価格製品輸入を取り上げる際には、輸入品価格

が国内製品に対して大幅に低いという非競争輸入の概念を含めて分析を行う必要がある。その結果、

貿易の影響が通常の分析よりも大きくなる。非競争輸入の分析については、非競争輸入という概念の

定義や分析手法がまだ確立されていない。そこで、本論文は非競争輸入を考慮した貿易の要素含有量

分析について一つの提案をして、研究者の参考に供するものである。 
 
1. 非競争輸入の考え方 
 
  非競争輸入という用語は幾つかの論文に用いられているがその定義は明らかではない。産業連関表
には競争輸入型と非競争輸入型という区別がある。この非競争輸入は財を生産地により区別して、そ

れぞれの産業連関を表し、相互の競争関係がないという取り扱いをしている。Wood(1994)の主要テー
マは、非競争輸入の概念を貿易の要素含有量分析に取り込むことにより、貿易の影響が従来よりも大

きく計量されるというものである。ヘクシャー・オリーンの体系では、ある国内製品に対して同じ製

 3



品が輸入されて国内市場で競争するという不完全特化の市場が取り上げられている。一方、リカード・

モデルでは、輸入品に対して国内製品が補完関係にあるとみなされる。Woodのいう非競争輸入では、
輸入品に対応する国内製品は不完全代替の関係にあり、輸入バナナと国産リンゴのような関係にある

とWoodは説明している。このような条件下で、要素含有量法を用いて仮想的な要素量の貿易量を推
計する際に、要素投入係数の取り方が問題になる。通常は、輸入国である先進国の生産関数を用いて

要素投入係数を求めているが、Wood はそのような生産は輸入品との価格競争に敗れて存在しないの
で、この方法は容認できないとしている。 
  ここでは、具体例を挙げて問題を整理してみる。5 年ぐらい前の日本のワイシャツ市場を観察する
と、一般的なワイシャツは 1 枚 5,000 円で売られていた。その他に、10,000 円以上の高級品と 3,000
円以下の低級品があった。その後、ユニクロ現象といわれた中国製品の拡販が 1,990 円のワイシャツ
の評価を高めた結果、5,000円の国産のシャツは姿を消してしまった。一時期は、日本のワイシャツ市
場には 10,000円以上の高級品と 2,000円以下の汎用品の 2極化が見られたが、現在は 5,000円台の低
価格輸入の高級品も現れている。一般的な要素含有量法は日本のシャツの要素投入係数を用いて中国

からの輸入品を評価するので、輸入額にたいする要素含有量を過小に評価することになる。簡単にい

えば、一般的な要素含有量法に従うと、2,000円のシャツが 5枚、10,000円相当分、が輸入されると、
同じ10,000円に相当する5,000円の国産のシャツ2枚が売れなくなるということになる。しかし、非
競争輸入の概念を入れると、2,000円のシャツが5枚輸入されると、5,000円のシャツが5枚、つまり
25,000円分が売れなくなるという計算になる。輸入品に含まれる生産要素を考えると、通常の要素含
有量法では、例えばシャツを生産する労働者が2人失業するという計算になるとすれば、非競争輸入
を考慮すると5人が失業するという計算になる。 
  このような現象は先進国と発展途上国の間の労働賃金に大きい差があり、しかも、技術と資本の流
動が自由になった最近のグローバル化の下で発生する過渡的現象である。個々の財では短期間に高価

な製品が敗退して新しい均衡に移行するが、このような関係が多くの財と産業に拡がり、要素価格が

均衡するまで続くので、総合的に大きい貿易の影響をもたらすと見られる。このような非競争輸入に

たいするWood (1994)の対応は、発展途上国の生産関数を単位CES関数で表し、その要素価格を先進
国の要素価格と置き換えるという方法を使っている。これは、輸入品に対応する国内製品がないとい

う前提で、競争する製品を仮想してその生産関数を仮定するというものである。輸入バナナにたいし

て国産バナナを仮定しているので、それが国産リンゴに相当するのかは判らない。 
  本論文の提案は、国産と輸入のシャツが完全代替の関係にあり、しかも輸入品の価格が国産品の価
格に比べて大幅に安いという状態のもとで、輸入シャツ1枚が国産のシャツ1枚を置き換えるという
観点で、それぞれの価格比を要素含有量法に取り入れるものである。 
 
2. 非競争輸入を取り入れた要素含有量分析手法 
 

  は先進国の生産量を表し、 が先進国の製品価格であるとすると、先進国の自給自足経済にお

ける生産額は となる。ここで、下添字の 0は自給自足経済を表し、1と 2は、それぞ

れ先進国と発展途上国の貿易後の状態を表している。発展途上国から低価格製品輸入が行われる時、

先進国の要素賦存量が であり、要素投入係数を とすると、 

0Q 1p

100 pQOPT =

0L A
  00 AQL =       (1) 
となる。非競争輸入では、輸入価格を とすると、輸入額2p IMPと輸入量M の間には、 
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        (2) 2MpIMP =

の関係が存在する。このような非競争輸入の場合には であることを意味している。輸入量21 pp >>

M は国内生産量 の一部を1対1で置き換えることになる。したがって、生産額は減少して、 0Q

       (3) ( 101 pMQOPT −= )

)
となる。その生産に使われる要素量 は、 1L

        (4) ( MQAL −= 01

であり、その生産に対する要素投入係数は、(3)式と(4)式から、 

  1
1

1 p
OPT

LA =       (5) 

となる。したがって、貿易の要素含有量MAは(2)式と(5)式から、 

  1
2

1

1

L
p
p

OPT
IMPMA ⋅=      (6) 

となる。現実の経済は貿易を伴っているので、自給自足経済の生産量と要素賦存量は直接には測定で

きないが、これ等は次の式によって求めることが出来る。 

  
2

1
1110 p

pIMPOPTMpOPTOPT +=+=    (7) 

  そこで、要素賦存量の減少は、 

  1
2

1

1
10 L

p
p

OPT
IMPLL ⋅=−      (8) 

 となる。通常の要素含有量法の計算は、 

  1
1

10 L
OPT
IMPLL =−      (9) 

となるが、二つの式, (8)と(9)の違いは明白である。もし、輸入品が非競争輸入品でなければ、 は

と等しくなり、(8)式は(9)式と同じものになる。 
1p 2p

 
この手法の問題点は、輸入品と国内製品の価格資料の入手にある。通常の貿易の影響を推計するモ

デルでは、輸入価格を説明変数として使うが、それには、一般に物価指数を使っている。今回の手法

では、説明変数に国内価格と輸入価格の比を用いているので、これには物価指数の使用は適切ではな

い。例えば日本銀行の企業物価指数は 2000 年を基準年としている。もし、この企業物価指数(CGPI)
を価格比の計算に用いると、その比は当然ながら、基準年では1になってしまう。価格比の影響を正
しく表すには、価格は、貿易統計に示されている実際の取引価格を採用する必要がある。このような

物価資料でしかも生産統計と統一がとれた資料を作成することは面倒であるが、このような非競争貿

易の影響を推計する際には不可欠である。 
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3. 日本の製造業に対する貿易の影響 
 
  日本の製造業は、広範囲の製品で、先進国と発展途上国の両方と交易している。発展途上国からの
低価格製品の非競争輸入は衣料産業で顕著であるが、その他の産業にも見受けられる。その中には、

電気機械、一般機械、精密機器などの分野が含まれている。この節では、前節で検討したような非競

争輸入を包含する手法を使って、各産業の輸入の影響を分析する。この種の分析では通常は純貿易を

対象にしているが、ここでは特に輸入に強い関心を持っているので、推計は輸入品を対象にして行う

ことにしている。 
 
3.1 モデルとデータ 
 
  この分析に使うモデルは前節の(8)式から誘導している。全ての輸入品は主要なOECD諸国(先進国)
からの輸入と発展途上国からの輸入に二分している。モデルの式には下添字として OECD と DVLG
を用いて、先進国の数値と発展途上国の数値を区別している。主要なOECD諸国とは、人口一人あた
りのGDPが10,000 米ドルを超える国とすることにし、韓国、アイスランド、ノルウエー、スエーデ
ン、デンマーク、英国、アイルランド、オランダ、ベルギー、ルクセンブルグ、フランス、ドイツ、

スイス、ポルトガル、スペイン、イタリー、フィンランド、オーストリア、ギリシャ、カナダ、アメ

リカ合衆国、オーストラリア、ニュージーランドを含んでいる。そこで、(8)式は(10)式のように書き
換えられることになる。 

  ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+=−

⋅⋅ DVPG

DVLG

OECD

OECD

P
IMP

P
IMP

OPT
PLLL

221

11
10    (10) 

 貿易に対するデータは、経済産業省管轄の日本税関が作成し、そのホームページ
(http://www.customs.go.jp/) から入手できる「貿易統計・国別商品別表」から採集している。この月次
統計は、9桁のHSコードに従い97部門に分かれた商品の輸出入の詳細情報が示されている。表には
貿易相手国のコード番号、輸出入の価格と数量値が示されているので、その年次集計値を使って各商

品の価格を計算する。この計算は1990年、1995年、2000年に対して行っている。数量の測定単位は
キログラム、個数、平方メートルなどのように商品毎に異なっている。そこで、年毎や製品毎の集計

値が同じ単位で集計されて、価格の比較が同じ土俵で行えるように、注意深く配慮している。国内製

品価格については、工業統計表でも製品によって入手できるものもあるが、貿易統計のデータと照合

することは難しそうである。したがって、国内価格に対しては、輸出価格を代理変数にした。この場

合の輸出価格は全世界向けの輸出価格の平均値に準拠している。 
  このような近似手段を使った結果、モデルは(11)式のようの書き換えられている。上添字の u は変
数を測定単位で区別している。 

  

nu
P

IMP
P

IMP
OPT

PLLL
u

u
DVPG

u
DVPG

u
OECD

u
OECD

u

,...,2,1
221

11
10

=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+=− ∑

⋅⋅    (11) 

貿易の影響は、同じ単位で測定され、取引毎に計算した貿易の影響の集計値として与えられている。

ここでの近似は、同じ部門の製品は、たとえその製品に対する測定単位が異なっていても、同一年内
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では同じ要素投入係数を持つという仮定に依存している。この仮定によって発生する誤差は産業分類

の細分化により小さく出来るはずである。 
  生産に関するデータは経済産業省の工業統計表から取り出している。この電子データは経済産業省
のホームページ( http://www.meti.go.jp/)から入手した。この時系列データは工業統計データライブラリ
から日本語版のみが入手できる。今回は、一般的には、2 桁産業分類のものを採用したが、必要に応
じて3桁分類も参照している。 
 
3.2 分析の結果 
 
  分析の結果は要約して表1に示している。比較分析の時期は1990年から1995年までと、1995年か
ら2000年である。表には実際の従業員数の変化と輸入の影響による仮想的な従業員数の変化を記載し
ている。数値は産業毎に1990年の従業員数に対する百分比で表している。食料品を例に取ると、従業
員数は1990年から1995年までに4.2パーセント増加している。労働の輸入は2.6パーセントの増加に
なっている。したがって、もし輸入の増加がなければ従業員数は 6.8 パーセント増加していたことに
なる。1995年から2000年間では、従業員数は0.8パーセント減少し、輸入の影響は1.0パーセント変
化している。この期間では、実際の従業員数変化のほぼ全てが輸入の変化によって発生していること

になる。 
  この分析の結果は、二つの面から評価できる。一つは、分析手法の評価であり、もう一つは分析結
果の評価である。この二つは以下の項で説明されている。 
 
3.3  分析手法の評価 
 
  提案されている分析手法は非競争貿易の存在を証明することに成功している。1990年から 2000年
までの輸入価格に対する輸入額の変化を観察すると、二つの変数の間には正の相関が存在することが

判る。バブルの崩壊によって、1990年から1995年にかけて輸入価格と輸入額の両方が下降している。
次の1995年から2000年の期間では輸入価格は下降を停止して、円の値下がりと共に緩やかに上昇し
始めているが、輸入量は急速に増加し、特に発展途上国からの輸入が著しい。輸入価格と輸入額の相

関係数は前期では 0.861、後期では 0.672 となっている。(これらの数値は輸入額によって重み付けし
た輸入品価格と輸入額の比率で求められている。) 
  これ等の数値は正値をとり、価格の低下が輸入の増加をもたらすというものではない。輸入の増加
の原因は輸入価格の低下ではなく、輸入価格と国内価格の差によるものであり、このことが非競争輸

入の存在を暗示している。したがって、正確な貿易の影響の推計は、説明変数に輸入価格と国内価格

の比を採用したモデルを使うことによってのみ可能になる。 
 この手法の、もう一つの長所は、貿易の要素含有量による仮想的な従業員数の変化を、産業分野毎に
はっきりと表せることである。日本の製造業の全従業員数は、1990年から2000年までに1,988,996人
も減少している。一方、輸入による仮想的な従業員数の増加は1,403,893人であり、これは実際の従業
員数変化の70.6パーセントに相当する。この輸入の影響の割合は、全く同じ時期を対象とした先行研
究は見あたらないが、その近傍の時期に対する先行研究から推測されるものよりは大きい。 
 
3.4 産業分野毎の分析結果 
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表1 日本の製造業の雇用に対する輸入の影響

 サブキー
S0 製造業計 11,172,829 -7.6 -4.8 -10.2 -7.8
S12 食料品製造業 1,090,403 4.2 -2.6 -0.8 -1.0
S13 飲料・たばこ・飼料製造業 131,701 -6.4 -3.7 -8.1 1.3
S14 繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除 382,286 -26.3 -0.9 -22.5 1.0
S15 衣服・その他の繊維製品製造業 726,073 -20.6 -44.6 -27.8 -48.3
S16 木材・木製品製造業（家具を除く） 243,442 -12.8 -26.9 -20.2 19.0
S17 家具・装備品製造業 231,350 -11.9 -7.8 -17.3 -12.2
S18 パルプ・紙・紙加工品製造業 283,631 -5.2 0.7 -9.2 4.5
S19 出版・印刷・同関連産業 554,155 -2.2 -0.4 -7.1 0.3
S20 化学工業 401,076 -2.2 2.5 -6.5 -0.2
S21 石油製品・石炭製品製造業 33,247 0.8 36.7 -19.2 -2.1
S22 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 435,523 3.1 -0.5 -3.6 -1.1
S23 ゴム製品製造業 172,284 -12.0 -8.3 -11.6 -1.1
S24 なめし革・同製品・毛皮製造業 78,656 -21.1 7.4 -22.6 -2.6
S25 窯業・土石製品製造業 459,040 -6.5 2.3 -14.2 -2.3

251 ガラス 70,411 -10.4 0.2 -6.8 -0.9
2521 セメント 7,811 -13.0 1.3 -22.8 -0.1

253-255 れんが、陶磁器、耐火物 85,531 -11.6 -10.6 -15.6 -52.6
S26 鉄鋼業 337,811 -12.1 1.5 -17.8 2.9
S27 非鉄金属製造業 169,800 -4.9 5.2 -11.5 3.3
S28 金属製品製造業 846,915 -3.6 -0.4 -11.1 -0.6
S29 一般機械器具製造業 1,192,406 -8.9 -1.5 -4.2 -6.5
S30 電気機械器具製造業 1,939,729 -9.8 -4.4 -9.1 -3.4

301 発電機用 435,307 -12.0 -3.5 -14.3 -4.7
302-303 民生用機器 183,607 -7.1 -16.6 -17.1 3.4

304 通信用機器 276,079 -25.1 -0.5 -13.2 0.6
305 電子計算機 166,637 -12.0 -10.2 -8.3 -18.6

306-307 電子応用機器 225,121 -34.5 -2.2 -7.5 -2.1
308 電子用部品 572,527 6.1 0.0 -4.0 -2.0
309 その他の電気機器 80,451 9.3 -19.9 8.6 -6.6

S31 輸送用機械器具製造業 942,795 -3.1 1.9 -6.8 0.7
311 自動車と産業用運搬車両 803,681 -2.6 -4.0 -5.9 1.0
312 鉄道車両 14,960 11.3 1.7 -15.9 -5.7

313&3199 自転車とその他の輸送機械 22,116 -26.0 -7.2 -11.1 -10.9
314 船舶 75,912 -5.7 66.1 -17.2 5.6
315 航空機 26,126 1.1 6.5 5.5 -7.8

S32 精密機械器具製造業 250,625 -20.9 -6.5 -10.5 -74.8
321-324 各種精密機器 118,621 -8.9 -4.8 -6.6 -8.1

325 光学機器（眼鏡を除く） 70,367 -28.1 -8.7 -9.7 -19.1
326 光学機器（眼鏡） 14,929 -16.4 -27.4 -0.8 -266.3
327 時計 46,708 -41.6 -9.6 -24.7 -6.3

S33 武器製造業 7,392 -2.9 -1.4 -5.0 -7.9
S34 その他の製造業 262489 -13.1 -11.3 -12.5 -12.3

従業員数
(1990年)

産業名

実数

キー

1990-1995 1995-2000

1990年の従業員数を基準にした変化率

従業員数
貿易の影
響

従業員数
貿易の影
響

  前項で述べたように、1990年から2000年までの従業員数の減少率17.8パーセントの約70パーセン
トに相当する12.6パーセントは輸入の影響とみなされるが、残りの減少分である5.2パーセントは需
要の変化によって発生していると考えられる。国内需要は、バブル崩壊後の10年間に7.8パーセント
減少しているが、総需要の減少は輸出が増えているので4.0パーセントに留まっている。 
  この結果をTachibanaki et al. (1998)のような先行研究の結果と比較することは対象とする期間が異な
るので適切ではないが、推計された貿易の影響は他の研究結果よりも大きいと考えられる。Sakurai 
(2004)は、1980年と1990年を比較して、輸入比率の増加が2.4パーセントであるのに対して雇用の減
少は4.7パーセントと推計している。今回の推計では、1990年から2000年までの同じ長さの期間で、
輸入割合の増加2.95パーセントに対して雇用の減少は12.6パーセントと推計しているので、同じよう
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な輸入比率の変化に対して大きな影響となっている。 
  産業毎の分析では、貿易の影響を強く受けている産業は、繊維工業、衣服とその他の繊維製品、家
具・装備品、窯業・土石製品、民生用電気機械器具、電子計算機、自転車、精密機械器具、その他の

製品である。この中で、特に、繊維工業と衣服の比較は興味深い。前者は生産工程の上流にあって、

製糸、紡績、織物、ニット生地製造などなどの産業であり、後者は下工程の外衣やシャツ製造産業で

ある。 
この 10 年間に、どちらの産業も大きな従業員数の減少を余儀なくされており、繊維工業では 48.8
パーセント、衣服では 48.4パーセントとなっている。しかし、繊維では輸入の影響は 0.1パーセント
の従業員数の増加になっているのに比べて、衣服では92.9パーセントの減少となり、この産業に所属
する実際の従業員数の減少をはるかに越えている。過去 10年間に、繊維工業では国内需要が 52.7パ
ーセント減少し、これが繊維工業の生産額を48.9パーセントも減少させている。一方、衣服の国内需
要は 21パーセント減少しているが、これは生産額の減少である 46.2パーセントの一部に過ぎない。
衣服では輸入比率が15.71パーセントから42.57パーセントに増加しているので、この方が従業員数の
減少の大きな要因となっている。また、衣服の生産額が46.2パーセントも減少していることは、上工
程である繊維工業の需要の減少にも影響を与えているので、繊維工業に対する間接的な輸入の影響を

示している。これ等の二部門は、一連の繊維産業において生産工程の異なる部分を担当しているが、

雇用に対する貿易の影響は全く異なっていることが分かる。また、実際の従業員数の減少より貿易の

影響が大きくなっている点については、衣服に対する仮想的な要素賦存量である が 10年間に 44.5
パーセント増加していることで説明が付く。その結果92.9パーセントという大きな輸入の影響があっ
ても、48.4パーセント分だけの従業員数の減少に留まっている。一方、繊維工業では仮想的な要素賦
存量は48.8パーセント減少しているので、輸入の影響がほとんどなくても、従業員数は48.8パーセン
トも減少してしまった。 

0L

  電気機械の雇用の減少は各期共に10パーセントより僅かに少ないが、それに対して、輸入による雇
用の減少はそれぞれの期で4.4パーセントと3.4パーセントになっている。このような貿易の影響の指
標は全製造業の平均よりも少し低い水準である。しかし、3 桁の産業分類を見ると、民生用電気機械
器具、電子計算機、その他の電気機器では大きな輸入の影響がでている。民生用電気機器では、発展

途上国からの輸入比率が10年間に0.56から3.64に増えて、輸入の影響は前期には16.6パーセントも
増加している。しかし、後期には、輸入比率は依然として増加しているのに、輸入の影響は 3.4 パー
セントの雇用の増加になっている。このような逆の結果がでたのは、1995年と 2000年の間で、国内
価格が57パーセントも低下したためである。輸出価格を国内価格の代理変数としたことがこのような
期待に反する結果を示す原因ではないかと疑っているが、国内の卸売物価指数でも、家庭用電気機器

の指数が急激に低下している。中国から、アイロン、炊飯器、電子レンジなどの輸入が継続的に増加

しているので、国内価格の動向については今後とも注意深く見守る必要がある。電子計算機について

は計算機類が中国から輸入されているし、PC類は他のアジア諸国から輸入されている。したがって、
輸入比率は、10年間に5.01パーセントから18.13パーセントまで増加し、輸入の影響は28.8パーセン
トになって、実際の従業員数減少率の20.3パーセントを超えている。その他の電気機械の分野に対す
る輸入の影響はこれ等の分野に比べると小さい。 
  輸送用機械に対する結果は、自動車と自転車で異なった傾向を示している。自動車の輸入比率は 3
パーセント以下であり、発展途上国からの輸入比率はゼロである。したがって、輸入の影響も、1990
年のはじめに欧州からの高級車の輸入があって、その影響がでている以外は、無視しても良い水準で

ある。一方、自転車では発展途上国からの輸入が継続して増えているので、その結果雇用に対しては
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大きい負の影響をもたらしている。 
  精密機器の分野でも貿易の影響は強い。雇用の減少の大部分は輸入の増加によって起こっている。
1995年から 2000年までの光学機器に対する貿易の影響は非常に大きい。発展途上国からの眼鏡の輸
入とOECD諸国からのコンタクトレンズの輸入がその原因である。使い捨てコンタクトレンズの市場
は統計データでは捕らえきれない状態である。OECD諸国からの輸入は1995年の25百万個から2000
年の350百万個まで増加し、単価は300円から70円に低下している。このような輸入品はアメリカ合
衆国やアイルランドから入って来る。貿易の影響が266パーセントとなっているのは正しくないよう
に見える。しかし、仮想的な自給自足労働需要も266パーセントだけ増えていて、その部分が輸入で
充当されていることになる。つまり、もし国内の製造者がこのような新しい需要に対して製品を供給

できていれば、その雇用は266パーセントだけ増えたはずであった。置時計と腕時計も、国内需要の
大幅な低下と、OECDと発展途上国からの輸入の増加に悩まされ、この二つの原因によって雇用が低
下している。化学品と鉄鋼では貿易の影響は正の値を示している。鉄鋼産業は 10 年間に従業員数が
30パーセントも低下しているが、それらは国内需要の減少によって起こったもので、貿易の影響の推
計では雇用に対する貿易の影響は全く示されていない。 
 
まとめ 
 
  非競争輸入は、発展途上国が先進国に追いつこうとするときに、典型的に出現する。低価格製品輸
入は、市場で高い価格で販売されている国内製品に対して不完全代替の形をとり、完全代替に向かう。

非競争輸入を包含する貿易の影響について研究した結果、先行研究に報告されているよりも大きい貿

易の影響があることを示している。日本の製造業の総従業員数は、1990年から 2000年までの期間に
1,988,966人も減少している。そのうちの 70パーセントは、貿易の影響によると分析された。産業毎
の分析の結果では、幾つかの産業では他の分野よりも大きい影響を受けていることが判った。日本経

済は戦後の 50年間にめざましい発展を遂げたが、1990年代には大きな不況を経験している。この事
態は全く異常であり、日本の失業率は1990年の2.1パーセントから、2000年の4.7パーセントまで悪
化している。この雇用問題はバブルが崩壊した結果であると考えられているが、その蔭で、貿易の影

響が大きく働いていることに注目しなければならない。最近の景気回復で需要側の圧力は緩和される

だろうが、貿易の影響は存在し続けるだろう。 
  中国のように大きな人口を持った発展途上国が、その低賃金労働を使って低価格製品を生産して先
進国に輸出する場合に、その製品が使用可能な品質の商品として認めているようになると、先進国の

製品は競争力を失って消滅する。この場合のように、双方の地域間に大きな賃金格差が存在すると、

ヘクシャー・オリーンの体系におけるような要素価格均等化は短期間には達成出来ない。日本はアメ

リカ合衆国との10対1の賃金格差を埋めるのに30年を要した。中国にとっても、先進諸国との間の
30対1という賃金格差の解消は、「最近の年月は犬の生涯のように速く過ぎ去る」という現代の変化
の早さをもってしても、多くの年月を経なければならないだろう。 
  要素価格が均等化に向かう長い期間の間には、発展途上国からの低価格製品輸入に挑戦された先進
国の製品は次々と競争力を失い、工場は閉鎖され、従業員は解雇されてしまう。先進国の経済は、全

体としては生産要素を資本や技術集約的な新しい産業分野に移行させ、輸出を増やして均衡を保つこ

とが出来るだろう。残された問題は「古い産業」で働いていた労働者が新しい技術を身につけて「新

しい産業」に参加できるかどうかである。非熟練労働者の中にはその様なことが出来ない人達が存在

し、先進国の中では熟練労働者と非熟練労働者の間の賃金格差が拡大するだろうし、他方では、先進
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国と発展途上国の間の要素価格均等化が進行することになる。 
  人類の天賦の才能は国や地域によってそう大きくは変わらないはずであるが、各人の経済水準はそ
の国の経済や文化の歴史によって差が生じている。発展途上国が先進国に追いつくときには、二つの

地域の経済的な均等化は、先進国の非熟練労働集約的な産業から始まるということが、雁行形態論や

プロダクトサイクル論として説明されている。この傾向は産業別の貿易の影響分析で明らかである。

日本においては、他国と比較すると、国内の人的熟練水準と賃金水準が相当高く格差は少ない。その

状態で、国際的な賃金の均等化が起こると、低賃金水準である非熟練労働者の相対賃金は引き下げら

れ、格差が広がるが、国内の生活物価水準は変化しない。その結果、非熟練労働者にとっては、生活

が苦しくなってしまうことになる。 
  低価格製品輸入に対しては二つの対策が必要である。一つは、新しい産業の育成であり、もう一つ
は、国内の物価水準の引き下げである。前者は比較的明白で、実際的な対策が公的機関や民間部門で

もすでに実施されているが、後者に関しては、とかく見過ごされ、必要な手だては未だ議論にもなっ

ていない。この章は、雇用に対する貿易の影響についての実証分析を行い、後者の問題に対する対応

の必要性を喚起しようと試みたものであり、所期の目的を達したと考えている。 
 
 
補論 
 
分析の結果は表 1 に集約しているが、(11)式に対応する貿易と生産のデータやその他の参考結果を整
理して、表2に示している。数値部の7行目は、計測された実際の従業員数 であり、輸入された従

業員数で表した貿易の影響 は第8行に記載している。第9行目は仮想的な労働賦存量を表して
いる。表1の従業員数の変化の百分比はこの表の数値から計算したものである。 

1L

10 LL −

  貿易に関するデータについて、幾つかの産業では製品の量の測定をそれぞれの測定単位毎に分けて
記載している。(KG:キログラム、NO:個数、SM:平方メートル、CM:立方メートル、PR:対) 
  10行目から 12行目までの数値は参考データである。輸入比率は輸入額を総需要額で除したもので
ある。ここで、総需要額とは国内生産額にOECDと発展途上国からの輸入額を加えたものである。需
要変化率は表に現れた前年からの総需要の変化率で 5 年間の変化を表している。百分比の分母には
1990年の需要を用いている。注意すべきことは、ここに示された総需要は金額単位のものである。数
量単位の総需要に対する代理変数は9行目の自給自足における要素賦存量である。この数値の変化は
金額の変化とは異なっている。 
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